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衆議院予算委員会ニュース

平成 22.1.22 第 174 回国会第３号

1月 22日（金）、第３回の委員会が開かれました。

１ 平成 21年度一般会計補正予算（第２号）

平成 21年度特別会計補正予算（特第２号）

・鳩山内閣総理大臣、菅財務大臣、原口総務大臣、岡田外務大臣、川端文部科学大臣、長妻厚生労働大臣、赤松農林

水産大臣、直嶋経済産業大臣、前原国土交通大臣、小沢環境大臣、北澤防衛大臣、平野国務大臣（内閣官房長官）、

亀井国務大臣、福島国務大臣及び仙谷国務大臣（行政刷新担当）並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）日本銀行総裁 白 川 方 明君

（質疑者及び主な質疑内容）

茂 木 敏 充君（自民）

・小沢民主党幹事長の政治資金問題に関し、鳩山内閣総

理大臣が、石川知裕衆議院議員が起訴されないことを

望む旨の発言をされたことは不適切であると考えるが、

撤回するおつもりはあるか。

・平成 21 年度第１次補正予算の一部を執行停止とした

理由及びその項目並びに今般第２次補正予算を編成し

た理由についてお伺いしたい。また、第１次補正予算

と第２次補正予算の主要項目は類似していると考える

が、その点に関し、見解をお伺いしたい。

・中小企業の資金繰り対策に資するため、緊急保証制度

の保証限度額の拡大等が必要であると考えるが、鳩山

内閣総理大臣の見解をお伺いしたい。

・平成 22 年度予算を編成する前に新成長戦略の工程表

及び具体策を示すべきだったと考えるが、菅財務大臣

の見解をお伺いしたい。

小 池 百合子君（自民）

・災害等において自衛隊を海外派遣する際の一般法を制

定すべきではないか。

・インド洋での給油活動は、外交上の信頼を得るために

も続ける必要があるのではないか。

・対中外交における沖ノ鳥島、東シナ海ガス田等の問題

について岡田外務大臣の認識を伺いたい。また、与那

国島への自衛隊配備の必要性に対する北澤防衛大臣の

見解を伺いたい。

・大学入試センター試験の問題の選択肢の一つとして外

国人参政権が憲法に違反していない旨が記載されてい

たことは問題ではないか。また外国人参政権について

赤松農林水産大臣及び亀井国務大臣(金融・郵政改革

担当)はどう考えているか。

・普天間基地移設問題について、５月までに結論を出す

としているが、それはアメリカとの合意も含めた最終

決定であるのか。

井 上 義 久君（公明）

・鳩山内閣総理大臣の政治資金問題に関連し、秘書の監

督責任や過去の発言との整合性をどのように考えるの

か。また、母親から提供された多額の資金は何に使っ

たのか。

・監督者責任を重く問う公明党の政治資金規正法改正案

を鳩山内閣総理大臣はどのように評価するか。また企

業団体献金の禁止を謳った民主党政治資金規正法改正

案を再提出する意思はあるのか。

・第１次補正予算 2.9 兆円を執行停止し、また臨時国会

で第２次補正予算を提出しなかったことで経済対策が

遅れたとの批判があるが鳩山内閣総理大臣はどのよう

に考えるか。

・65 歳以上人口がピークを迎える 2025 年までに介護３

施設を倍増することや、在宅介護の支援強化、介護職

の待遇改善など介護政策の拡充が必要と考えるが、鳩

山内閣総理大臣の認識を伺いたい。

・国民年金制度における事後納付期間の延長及び受給資

格期間の短縮、高額療養費制度の拡充、訓練・生活支

援給付の拡大・恒久化など、「第二のセーフティーネ

ット」を整備する必要性について、鳩山内閣総理大臣

の認識を伺いたい。

赤 嶺 政 賢君（共産）

・偽装献金疑惑で秘書が起訴されたことについて、鳩山

内閣総理大臣は政治的、道義的責任をどのように考え

ているのか。

・陸山会の土地購入に関する疑惑について、鳩山内閣総
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理大臣は、小沢民主党幹事長に説明責任を求めるとと

もに、自ら率先して疑惑解明に努めるべきではないか。

・普天間基地の県内移転先を見つけることが困難である

ことについて、鳩山内閣総理大臣はその事実について

直視する必要があるのではないか。

・普天間基地の撤去については、移設条件つきではなく、

条件なしで行われるよう米国に要求するべきでないか。

渡 辺 喜 美君（みんな）

・政治とカネの問題、党側に最高権力者がいる等、古い

自民党を彷彿とさせる民主党の現状について、鳩山内

閣総理大臣の認識を伺いたい。

・みんなの党は、デフレギャップを解消するために、政

府と日銀が連携して、財政・金融一体の政策を行うこ

とを可能にする日銀法改正案を提案しているが、菅財

務大臣の所見を伺いたい。

・今度設置される内閣人事局の権限が、麻生政権時代の

案に比べて大きく狭まっていると考えるが、仙谷国務

大臣（行政刷新担当）の所見を伺いたい。


